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(57)【要約】
【課題】偏光眼鏡をかけた観察者に対して良好な視認性
を保持しつつ、パララックスバリア方式の立体視表示を
実現可能な表示装置を提供する。
【解決手段】立体表示装置１は、バックライト３０の側
から順に、偏光板２０６ａ，２０６ｂ，１８ａ，１８ｂ
を備えている。偏光板２０６ａ，２０６ｂ間には、表示
部２０、偏光板１８ａ，１８ｂ間には、光を透過または
遮断する複数の開閉部を含む液晶バリア１０が設けられ
ている。偏光板２０６ａ，２０６ｂ，１８ａ，１８ｂを
順に通過する過程において、表示部２０が空間分割的に
映像を表示し、液晶バリア１０の各開閉部が光を透過ま
たは遮断することにより、映像分離がなされ、立体視表
示が可能となる。観察者側の偏光板１８ｂの吸収軸ａ４
が、偏光眼鏡１５０の吸収軸ａ５と同じ水平方向に一致
していることにより、その偏光板１８ｂから出射された
映像光が、偏光眼鏡１５０越しにも視認され易くなる。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源部と、
　前記光源部側から順に配置された第１ないし第３の偏光板と、
　前記第１および第２の偏光板間の第１の領域、前記第２および第３の偏光板間の第２の
領域のうちの一方の領域に設けられた液晶表示部と、
　前記第１および第２の領域のうちの他方の領域に設けられ、光を透過または遮断する複
数の開閉部を含む液晶バリア部と
　を備え、
　前記第３の偏光板の吸収軸方向は水平方向に一致している
　表示装置。
【請求項２】
　前記液晶表示部は、ＶＡモードまたはＩＰＳモードで駆動されるものである
　請求項１に記載の表示装置。
【請求項３】
　前記液晶バリア部は、ＶＡモードまたはＩＰＳモードで駆動されるものである
　請求項２に記載の表示装置。
【請求項４】
　前記液晶表示部と前記液晶バリアとの間に、前記第２の偏光板と同一方向に吸収軸を有
する第４の偏光板を備え、
　前記第２および第４の偏光板の各吸収軸方向が垂直方向に一致している
　請求項３に記載の表示装置。
【請求項５】
　前記液晶バリア部は、ＴＮモードで駆動されるものである
　請求項２に記載の表示装置。
【請求項６】
　前記液晶バリア部は、その光入射側および光出射側において一方が水平方向、他方が垂
直方向に沿ってそれぞれ配向制御された液晶層を含む
　請求項５に記載の表示装置。
【請求項７】
　前記第１の偏光板の吸収軸方向は水平方向に一致している
　請求項１ないし請求項６のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項８】
　前記第１の偏光板と前記光源部との間に、水平方向よりも垂直方向において集光機能を
発揮する輝度向上フィルムを備えた
　請求項７に記載の表示装置。
【請求項９】
　光源部と、
　前記光源部側から順に配置された第５ないし第８の偏光板と、
　前記第５および第６の偏光板間に設けられた液晶表示部と、
　前記第７および第８の偏光板間に設けられ、光を透過または遮断する複数の開閉部を含
む液晶バリア部と、
　前記第６および第７の偏光板間に設けられた１／２波長板と
　を備え、
　前記第８の偏光板の吸収軸方向は水平方向から４５°回転した方向に一致している
　表示装置。
【請求項１０】
　前記液晶表示部はＶＡモードまたはＩＰＳモード、前記液晶バリア部は、ＴＮモードで
それぞれ駆動されるものである
　請求項９に記載の表示装置。
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【請求項１１】
　前記第５の偏光板の吸収軸方向は水平方向に一致している
　請求項９または１０に記載の表示装置。
【請求項１２】
　前記第５の偏光板と前記光源部との間に、水平方向よりも垂直方向において集光機能を
発揮する輝度向上フィルムを備えた
　請求項１１に記載の表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パララックスバリア方式の立体視表示が可能な表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、立体視表示を実現できる表示装置（立体表示装置）が注目を集めている。立体視
表示は、互いに視差のある（視点の異なる）左眼用映像と右眼用映像を表示するものであ
り、観察者が左右の眼でそれぞれを見ることにより奥行きのある立体的な映像として認識
することができる。また、互いに視差がある３つ以上の映像を表示することにより、観察
者に対してより自然な立体映像を提供することが可能な表示装置も開発されている。
【０００３】
　このような立体表示装置は、専用の眼鏡が必要なものと、不要なものとに大別されるが
、観察者にとっては専用の眼鏡は煩わしく感じるものであり、専用の眼鏡が不要なものが
望まれている。専用の眼鏡が不要な表示装置としては、例えば、レンチキュラーレンズ方
式や、視差バリア（パララックスバリア）方式などがある。
【０００４】
　これらのうちパララックスバリア方式によるものは、例えば液晶表示装置（ＬＣＤ：Li
quid Crystal Display）を利用して、上記のような左眼用映像および右眼用映像を空間分
割的に表示し、この表示面に所定のバリアを設けたものである。従来、液晶表示装置とし
ては、例えば特許文献１に記載されているように、様々なものが開発されているが、近年
では、ＶＡ（Vertical Alignment）モード、ＩＰＳ（In Plane Switching）モード等が多
く用いられている。バリアとしては、ＶＡモード、ＩＰＳモードおよびＴＮモード等によ
り駆動される液晶バリアが用いられている。
【０００５】
　ところで、上記のような液晶表示装置は、例えば液晶層を含む表示パネルとバックライ
トとを備えており、バックライトからの照明光を表示パネルにおいて変調することにより
映像表示を行うようになっている。表示パネルの光入射側および光出射側には、一対の偏
光板が貼り合わせられており、この表示パネルへの入射光および表示パネルからの出射光
の偏光方向がそれぞれ制御される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－２６２１６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記のように液晶表示装置では、偏光を利用して映像表示がなされるため、表示パネル
は一対の偏光板によって挟まれ、表示パネルにおける入射光および出射光の偏光方向が制
御されるようになっている。これらの偏光板の吸収軸は、表示パネルが例えばＶＡモード
やＩＰＳモードで駆動される場合には、一方が水平方向、他方が垂直方向に一致する。即
ち、液晶表示装置から出射される映像光は、表示パネルの光出射側（観察者側）の偏光板
（パネル出射側偏光板という）の吸収軸に依存した偏光となる。
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【０００８】
　ここで、液晶表示装置では、表示映像が偏光サングラス等の偏光眼鏡をかけた状態でも
視認できるように、パネル出射側偏光板の吸収軸が、偏光眼鏡の吸収軸と同一方向となる
ように設定されることが多い。このような吸収軸の設定は、例えば、水面等からの反射光
をカットすることを目的としてなされるものであるが、この場合には、液晶表示装置にお
けるパネル出射側偏光板の吸収軸も水平方向に一致するように設定される。
【０００９】
　しかしながら、このような液晶表示装置の光出射側に、更に液晶バリアを設けて立体視
表示を行う場合には、次のような問題が生じる。即ち、液晶バリアにおいても、上記表示
パネルと同様、その光入射側および光出射側に一対の偏光板（バリア入射側偏光板，バリ
ア出射側偏光板とする）が、各吸収軸方向が互いに直交するように配置される。そのため
、バリア入射側偏光板の吸収軸方向は水平方向に一致し、バリア出射側偏光板の吸収軸方
向は垂直方向に一致するように配置されることとなる。従って、最も観察者側に配置され
るバリア出射側偏光板の吸収軸方向（垂直方向）が、偏光眼鏡の吸収軸方向（水平方向）
と相違し、偏光眼鏡越しに表示映像を見ると、真っ暗な映像となって視認されてしまう。
【００１０】
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたもので、その目的は、偏光眼鏡をかけた観察者
に対して良好な視認性を保持しつつ、パララックスバリア方式の立体視表示を実現可能な
表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の第１の表示装置は、光源部と、光源部側から順に配置された第１ないし第３の
偏光板と、第１および第２の偏光板間の第１の領域、第２および第３の偏光板間の第２の
領域のうちの一方の領域に設けられた液晶表示部と、第１および第２の領域のうちの他方
の領域に設けられ、光を透過または遮断する複数の開閉部を含む液晶バリア部とを備え、
第３の偏光板の吸収軸方向は水平方向に一致しているものである。
【００１２】
　本発明の第１の表示装置では、光源部から射出された光が第１ないし第３の偏光板を順
に通過する過程において、液晶表示部が所定の映像を表示し、液晶バリア部の各開閉部が
光を透過または遮断することにより、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。ここ
で、偏光サングラス等の偏光眼鏡においては、その吸収軸が水平方向に沿って設定されて
いる。第３の偏光板の吸収軸方向が水平方向に一致していることにより、この第３の偏光
板から出射された映像光が、偏光眼鏡越しにも視認され易くなる。
【００１３】
　本発明の第２の表示装置は、光源部と、光源部側から順に配置された第５ないし第８の
偏光板と、第５および第６の偏光板間に設けられた液晶表示部と、第７および第８の偏光
板間に設けられ、光を透過または遮断する複数の開閉部を含む液晶バリア部と、第６およ
び第７の偏光板間に設けられた１／２波長板とを備え、第８の偏光板の吸収軸方向は水平
方向から４５°回転した方向に一致しているものである。
【００１４】
　本発明の第２の表示装置では、光源部から射出された光が第５ないし第８の偏光板を順
に通過する過程において、液晶表示部が所定の映像を表示し、液晶バリア部の各開閉部が
光を透過または遮断することにより、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。ここ
で、偏光サングラス等の偏光眼鏡においては、その吸収軸が水平方向に沿って設定されて
いる。第８の偏光板の吸収軸方向が水平方向から４５°回転した方向に一致していること
により、この第８の偏光板から出射される映像光は、垂直方向の偏光成分を含む。よって
、観察者は、偏光眼鏡越しに表示映像を視認できる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の第１の表示装置によれば、光源部から射出された光が第１ないし第３の偏光板
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を順に通過する過程において、液晶表示部が所定の映像を表示し、液晶バリア部の各開閉
部が光を透過または遮断することにより、立体視表示が可能となる。このとき、第３の偏
光板の吸収軸方向が水平方向に一致するようにしたので、偏光サングラス等の偏光眼鏡越
しにも表示映像を視認し易くなる。よって、偏光眼鏡をかけた観察者に対して良好な視認
性を保持しつつ、パララックスバリア方式の立体視表示を実現可能となる。
【００１６】
　本発明の第２の表示装置によれば、光源部から射出された光が第５ないし第８の偏光板
を順に通過する過程において、液晶表示部が所定の映像を表示し、液晶バリア部の各開閉
部が光を透過または遮断することにより、立体視表示が可能となる。このとき、第８の偏
光板の吸収軸方向が水平方向から４５°回転した方向に一致するようにしたので、偏光サ
ングラス等の偏光眼鏡越しにも表示映像を視認することができる。よって、偏光眼鏡をか
けた観察者に対して良好な視認性を保持しつつ、パララックスバリア方式の立体視表示を
実現可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施の形態に係る立体表示装置の一構成例を表すブロック図である。
【図２】図１に示した立体表示装置の一構成例を表す説明図である。
【図３】図１に示した表示部の一構成例を表す説明図である。
【図４】図３に示した画素回路構成および画素の断面構成を表す説明図である。
【図５】図１に示したバックライトの一構成例を表す説明図である。
【図６】図１に示した液晶バリアの平面構成および断面構成を表す説明図である。
【図７】図１に示した液晶バリアの断面構成の詳細構成例を表す説明図である。
【図８】各偏光板の偏光軸方向を表す説明図である。
【図９】実施の形態に係る液晶バリアの立体視表示の一動作例を表す模式図である。
【図１０】実施の形態に係る表示部および液晶バリアの一動作例を表す模式図である。
【図１１】実施の形態に係る表示部および液晶バリアの一動作例を表す他の模式図である
。
【図１２】比較例１に係る液晶表示装置の偏光軸方向を表す説明図である。
【図１３】比較例２に係る立体表示装置の偏光軸方向を表す説明図である。
【図１４】変形例１に係る立体表示装置の偏光軸方向を表す説明図である。
【図１５】変形例２に係る立体表示装置の偏光軸方向を表す説明図である。
【図１６】変形例３に係る立体表示装置の偏光軸方向を表す説明図である。
【図１７】変形例４に係る立体表示装置の偏光軸方向を表す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。尚、説明は以下
の順序で行う。

１．実施の形態（表示部の光出射側に液晶バリア（ＶＡ，ＩＰＳ）を配置した立体表示装
置の例）
２．変形例１（液晶バリアと表示部との間の偏光板を１枚とした例）
３．変形例２（バックライトと表示部との間に液晶バリア（ＶＡ，ＩＰＳ）を配置した例
）
４．変形例３（水平，垂直方向に配向制御された液晶バリア（ＴＮ）を用いた例）
５．変形例４（４５°，１３５°方向に配向制御された液晶バリア（ＴＮ）を用いた例）
【００１９】
［全体構成］
　図１は、本発明の実施の形態に係る立体表示装置（立体表示装置１）の全体構成を表す
ものである。立体表示装置１は、ここでは、立体視表示および通常表示（２次元表示）の
双方を実現可能な表示装置である。この立体表示装置１は、制御部４０と、表示駆動部５
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０と、表示部２０（液晶表示部）と、バックライト駆動部２９と、バックライト３０と、
バリア駆動部９と、液晶バリア１０（液晶バリア部）とを備えている。尚、Ｘ方向を水平
方向（左右方向）、Ｙ方向を垂直方向（上下方向）として説明する。
【００２０】
　制御部４０は、外部より供給される映像信号Ｖdispに基づいて、表示駆動部５０、バッ
クライト駆動部２９、およびバリア駆動部９に対してそれぞれ制御信号を供給し、これら
がお互いに同期して動作するように制御する回路である。具体的には、制御部４０は、表
示駆動部５０に対して映像信号Ｖdispに基づく映像信号Ｓを供給し、バックライト駆動部
２９に対してバックライト制御命令を供給し、バリア駆動部９に対してバリア制御命令を
供給するようになっている。ここで、映像信号Ｓは、立体表示装置１が立体視表示を行う
場合に、後述するように、それぞれが複数（この例では６つ）の視点映像を含む映像信号
ＳＡ，ＳＢから構成されるものである。
【００２１】
　表示駆動部５０は、制御部４０から供給される映像信号Ｓに基づいて表示部２０を駆動
するものである。表示部２０は、液晶素子を駆動して、バックライト３０から射出した光
を変調することにより表示を行うものである。
【００２２】
　バックライト駆動部２９は、制御部４０から供給されるバックライト制御信号に基づい
てバックライト３０を駆動するものである。バックライト３０は、表示部２０に対して面
発光した光を射出する機能を有している。
【００２３】
　バリア駆動部９は、制御部４０から供給されるバリア制御命令に基づいて液晶バリア１
０を駆動するものである。液晶バリア１０は、液晶により構成された複数の開閉部１１，
１２（後述）を有し、バックライト３０から射出し表示部２０を透過した光を、透過また
は遮断する機能を有している。
【００２４】
　図２は、立体表示装置１の要部の一構成例を表すものであり、（Ａ）は立体表示装置１
の斜視構成を示し、（Ｂ）は立体表示装置１の側面構成を示す。このように、立体表示装
置１では、バックライト３０側から順に、表示部２０および液晶バリア１０が配置されて
いる。つまり、バックライト３０から射出した光は、表示部２０および液晶バリア１０を
介して、観察者に届くようになっている。表示部２０と液晶バリア１０とは、光損失を軽
減するために接着された状態で配置されていることが望ましい。
【００２５】
（表示駆動部５０および表示部２０）
　図３は、表示駆動部５０および表示部２０のブロック図の一例を表すものである。画素
Ｐｉｘは、表示部２０において、マトリクス状に配置されている。表示駆動部５０は、タ
イミング制御部５１と、ゲートドライバ５２と、データドライバ５３とを備えている。タ
イミング制御部５１は、ゲートドライバ５２およびデータドライバ５３の駆動タイミング
を制御すると共に、制御部４０から供給された映像信号Ｓを映像信号Ｓ１としてデータド
ライバ５３へ供給するものである。ゲートドライバ５２は、タイミング制御部５１による
タイミング制御に従って、液晶表示デバイス４５内の画素Ｐｉｘ（後述）を行ごとに順次
選択して、線順次走査するものである。データドライバ５３は、表示部２０の各画素Ｐｉ
ｘへ、映像信号Ｓ１に基づく画素信号を供給するものである。具体的には、データドライ
バ５３は、映像信号Ｓ１に基づいてＤ／Ａ（デジタル／アナログ）変換を行うことにより
、アナログ信号である画素信号を生成し、各画素Ｐｉｘへ供給するようになっている。
【００２６】
　表示部２０は、例えばガラスなどから構成される２枚の透明基板の間に液晶材料を封入
したものである。これらの透明基板の液晶材料に面した部分には、例えばＩＴＯ（Indium
 Tin Oxide）などから構成される透明電極が形成され、液晶材料とともに画素Ｐｉｘを構
成している。この表示部２０における液晶材料としては、例えばネマチック液晶を用いた



(7) JP 2012-63704 A 2012.3.29

10

20

30

40

50

ＶＡモードおよびＩＰＳモード等の液晶が用いられる。以下、この表示部２０（画素Ｐｉ
ｘ）の構成について詳述する。
【００２７】
　図４（Ａ）は、画素Ｐｉｘの回路図の一例を表すものである。画素Ｐｉｘは、ＴＦＴ（
Thin Film Transistor）素子Ｔｒと、液晶素子ＬＣと、保持容量素子Ｃとを備えている。
ＴＦＴ素子Ｔｒは、例えばＭＯＳ－ＦＥＴ（Metal Oxide Semiconductor-Field Effect T
ransistor）によりなり、ゲートがゲート線Ｇに接続され、ソースがデータ線Ｄに接続さ
れ、ドレインが液晶素子ＬＣの一端と保持容量素子Ｃの一端に接続されている。液晶素子
ＬＣは、一端がＴＦＴ素子Ｔｒのドレインに接続され、他端は接地されている。保持容量
素子Ｃは、一端がＴＦＴ素子Ｔｒのドレインに接続され、他端は保持容量線Ｃｓに接続さ
れている。ゲート線Ｇはゲートドライバ５２に接続され、データ線Ｄはデータドライバ５
３に接続されている。
【００２８】
　図４（Ｂ）は、画素Ｐｉｘを含む表示部２０の断面構成を表すものである。このように
表示部２０は、断面でみると、駆動基板２０１と対向基板２０５との間に、液晶層２０３
を封止したものである。駆動基板２０１は、上記ＴＦＴ素子Ｔｒを含む画素駆動回路が形
成されたものであり、この駆動基板２０１上には、画素Ｐｉｘ毎に画素電極２０２が配設
されている。対向基板２０５には、図示しないカラーフィルタやブラックマトリクスが形
成されており、更に液晶層２０３側の面には、対向電極２０４が各画素Ｐｉｘに共通の電
極として配設されている。
【００２９】
　この表示部２０の光入射側（バックライト３０側）には偏光板２０６ａが貼り合わせら
れており、液晶層２０３への入射光の偏光方向を制御するようになっている。一方、表示
部２０の光出射側にも偏光板２０６ｂが、その偏光板２０６ａとクロスニコルとなるよう
に貼り合わせられる。
【００３０】
（バックライト３０）
　図５は、バックライト３０の一構成例を表したものである。バックライト３０は、光源
部３１の側から順に、例えば拡散板３２、拡散シート３３およびレンズシート３４を備え
ている。光源部３１は、例えば基板（あるいは反射板）上に、複数本のＣＣＦＬ（Cold C
athode Fluorescent Lamp）を配設したものである。あるいは、光源部３１は、導光板の
側面に例えばＬＥＤ（Light Emitting Diode）を配設したものであってもよい。拡散板３
２，拡散シート３３は、光源部３１から射出される光の面内における明るさむら（例えば
ＣＣＦＬの配列に起因する輝度むら）を均一化するためのものである。
【００３１】
　レンズシート３４は、所定の方向に沿って入射光を集光させることにより、正面方向の
輝度を高める輝度向上フィルムである。このレンズシート３４は、ここでは、水平方向（
Ｘ方向）よりも垂直方向（Ｙ方向）において集光機能を発揮するように配置されている。
具体的には、レンズシート３４は、一方向に沿って延在する複数の三角柱状のプリズムを
有しており、そのプリズムの延在方向が水平方向に一致するように配置されている。これ
により、レンズシート３４へ入射した光は、垂直方向において、三角形の断面形状によっ
て略正面方向に向けて屈折されるようになっている。これにより、水平方向における視野
角を狭めることなく、正面輝度を高めることができる。
【００３２】
　尚、レンズシート３４における各プリズムの断面形状は上記のような三角形状に限らず
、半円状または他の多角形状であってもよく、あるいは、丸みを帯びた多角形状であって
もよい。このようなレンズシート３４としては、例えば住友スリーエム製のＢＥＦ等が用
いられる。
【００３３】
（液晶バリア１０）



(8) JP 2012-63704 A 2012.3.29

10

20

30

40

50

　図６は、液晶バリア１０の一構成例を表すものであり、（Ａ）は液晶バリア１０の平面
図を示し、（Ｂ）はＩ－Ｉ線における断面図を示す。この例では、液晶バリア１０が、例
えばＶＡモードまたはＩＰＳモードにより駆動され、ノーマリーブラック動作を行うもの
として説明する。具体的には、駆動電圧を印加していない状態では光を遮蔽し（黒表示と
なり）、駆動電圧を印加した状態では光を透過する（白表示となる）ものとする。但し、
ノーマリーブラック動作に限定されるものではなく、これに代えて、例えばノーマリーホ
ワイト動作を行うものであってもよい。これらのノーマリーブラック動作とノーマリーホ
ワイト動作の選択は、例えば、偏光板と液晶配向により設定される。
【００３４】
　液晶バリア１０は、光を透過または遮断する複数の開閉部１１，１２を有している。開
閉部１１，１２は、立体表示装置１が通常表示（２次元表示）および立体視表示のどちら
を行うかにより、異なる動作を行う。具体的には、開閉部１１は、後述するように、通常
表示の際には開放状態（透過状態、白表示）になり、立体視表示を行う際には、閉状態（
遮断状態、黒表示）となるものである。開閉部１２は、後述するように、通常表示の際に
は開放状態（透過状態）、立体視表示の際には、時分割的に開閉動作を行うものである。
これらの開閉部１１，１２はそれぞれ複数、交互に設けられており、例えば、複数の開閉
部１１，１２のうちの選択的な開閉部からなるグループ毎に駆動したり、また、そのよう
なグループ毎の駆動を時分割的に行うことができるようになっている。
【００３５】
　このようｎ液晶バリア１０は、断面でみると、例えばガラス等からなる透明基板１３Ａ
と透明基板１３Ｂとの間に液晶層１４を備えたものである。透明基板１３Ａ，１３Ｂのう
ち、透明基板１３Ａが光入射側、透明基板１３Ｂが光出射側に配置される。透明基板１３
Ａの液晶層１４側の面、および透明基板１３Ｂの液晶層１４側の面には、例えばＩＴＯな
どからなる透明電極１５ａ，１５ｂがそれぞれ形成されている。透明基板１３Ａの光入射
側および透明基板１３Ｂの光出射側には、偏光板１８ａ，１８ｂが貼り合わせられている
。以下、各部の構成について詳述する。
【００３６】
　図７は、図６（Ａ）のII－II線における液晶バリア１０の断面構成を表したものである
。透明電極１５ａ，１５ｂは、少なくとも一方が、個々に電圧を供給可能な複数のサブ電
極に分割されている。例えば、透明電極１５ａが複数のサブ電極１５ａ１，１５ａ２に分
割され、透明電極１５ｂが各サブ電極１５ａ１，１５ａ２に共通の電極として配置されて
いる。サブ電極１５ａ１，１５ａ２にそれぞれ対応する領域が、開閉部１１，１２となっ
ている。このような構成により、液晶層１４の選択的な領域にのみ電圧が印加され、開閉
部１１，１２毎の透過（白表示）および遮断（黒表示）の切り替えが行われる。これらの
透明電極１５ａ，１５ｂ上には更に、液晶層１４の配向制御を行うための配向膜１６ａ，
１６ｂが形成されている。
【００３７】
　配向膜１６ａ，１６ｂにおける配向制御は、例えばラビング処理によってなされ、例え
ば液晶層１４に用いられる液晶のモードや、後述の偏光板の偏光軸に応じて設定される。
具体的には、配向膜１６ａ，１６ｂの各配向制御方向が互いに直交し、かつ各配向膜との
界面付近の液晶分子が、偏光板１８ａと偏光板１８ｂの吸収軸に応じた方向に沿って配向
するようにラビング処理がなされる。
【００３８】
　偏光板１８ａ，偏光板１８ｂは、液晶層１４への入射光および出射光の各偏光方向を制
御するものである。これらの偏光板１８ａ，偏光板１８ｂの各吸収軸は、互いに直交する
ように（クロスニコルの状態で）配置される。尚、この偏光板１８ａ，１８ｂと透明基板
１３Ａ，１３Ｂとの間には、視野角を拡大するフィルムとして、ＷＶ（ワイドビュー）フ
ィルム等が挿設されていてもよい。
【００３９】
（各偏光板の吸収軸方向について）
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　図８は、各偏光板の偏光軸方向について説明するための模式図である。上述のように、
本実施の形態では、バックライト３０側から順に、表示部２０および液晶バリア１０が配
置されている。また、表示部２０の光入射側および光出射側には偏光板２０６ａ，２０６
ｂ、液晶バリア１０の光入射側および光出射側には、偏光板１８ａ，１８ｂがそれぞれ貼
り合わせられている。換言すると、バックライト３０の側から順に、偏光板２０６ａ，２
０６ｂ，１８ａ，１８ｂが設けられており、これらのうち偏光板２０６ａ，２０６ｂ間の
領域に、表示部２０、偏光板１８ａ，１８ｂ間の領域に液晶バリア１０がそれぞれ配置さ
れた構造となっている。本実施の形態では、これらの偏光板のうち、偏光板２０６ａが本
発明における第１の偏光板、偏光板１８ｂが本発明における第３の偏光板の一具体例に相
当する。また、表示部２０と液晶バリア１０との間に配設される偏光板２０６ｂ，１８ａ
が、本発明の第２，４の偏光板の一具体例に相当する。
【００４０】
　このような構造において、本実施の形態では、各偏光板の偏光軸方向（ここでは、吸収
軸を例示して説明する）が、以下のように設定されている。即ち、図８に示したように、
バックライト３０側に配置された偏光板２０６ａの吸収軸ａ１が水平方向に一致しており
、偏光板２０６ｂの吸収軸ａ２は、これと直交する方向（垂直方向）に設定されている。
偏光板１８ａの吸収軸ａ３は、その偏光板２０６ｂの吸収軸ａ２と同一方向（垂直方向）
に設定され、最も観察者側に配置される偏光板１８ｂの吸収軸ａ４は、水平方向に一致し
ている。尚、本明細書において、「一致」といった場合には、軸方向が完全に同一である
ものに限らず、概ね一致しているものも含むものとする。また、本明細書では、各偏光板
において吸収軸を例示して説明するが、透過軸はこの吸収軸に直交した関係となる。
【００４１】
　バリア駆動部９は、立体視表示を行う際、同じグループに属する複数の開閉部１１，１
２が同じタイミングで開閉動作を行うように駆動するものである。具体的には、詳細は後
述するが、バリア駆動部９は、グループＡに属する複数の開閉部１２（開閉部１２Ａ）と
、グループＢに属する複数の開閉部１２（開閉部１２Ｂ）とを、時分割的に交互に開閉動
作するように駆動する。
【００４２】
　図９は、開閉部１２のグループ構成例を表すものである。開閉部１２は、複数のグルー
プに分けられ、グループ毎に時分割駆動がなされるようになっている。ここでは、１つお
きに配置された複数の開閉部１２Ａ同士がグループＡ、複数の開閉部１２Ｂ同士がグルー
プＢをそれぞれ構成している。
【００４３】
　図１０は、立体視表示および通常表示（２次元表示）を行う場合の液晶バリア１０の状
態を模式的に表すものであり、（Ａ）は立体視表示を行う一状態を示し、（Ｂ）は立体視
表示を行う他の状態を示し、（Ｃ）は通常表示を行う状態を示す。液晶バリア１０には、
開閉部１１および開閉部１２（開閉部１２Ａ，１２Ｂ）が交互に配置されている。この例
では、開閉部１２Ａ，１２Ｂはそれぞれ、表示部２０の６つの画素Ｐｉｘに１つの割合で
設けられている。以下の説明では、画素Ｐｉｘが、ＲＧＢ３つのサブピクセルからなるピ
クセルとするが、これに限定されるものではなく、例えば、画素Ｐｉｘがサブピクセルで
あってもよい。尚、液晶バリア１０において、光が遮断される部分は斜線で示している。
【００４４】
　立体視表示を行う場合には、表示部２０において、映像信号ＳＡ，ＳＢに基づく映像表
示を時分割で行い、かつ液晶バリア１０において、上記表示部２０の時分割表示に同期し
て、開閉部１２（開閉部１２Ａ，１２Ｂ）を開閉する。この際、開閉部１１は閉状態（遮
断状態）に維持するようになっている。具体的には、詳細は後述するが、図１０（Ａ）に
示したように、映像信号ＳＡが供給された場合には、液晶バリア１０では、開閉部１２Ａ
が開状態、開閉部１２Ｂが閉状態になる。表示部２０は、この開閉部１２Ａに対応した位
置に配置された互いに隣接する６つの画素Ｐｉｘに、映像信号ＳＡに含まれる６つの視点
映像を表示する。同様に、図１０（Ｂ）に示したように、映像信号ＳＢが供給された場合
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には、液晶バリア１０では、開閉部１２Ｂが開状態、開閉部１２Ａが閉状態になる。表示
部２０では、この開閉部１２Ｂに対応した位置に配置された互いに隣接する６つの画素Ｐ
ｉｘに、映像信号ＳＢに含まれる６つの視点映像を表示する。
【００４５】
　他方、通常表示（２次元表示）を行う場合には、図１０（Ｃ）に示したように、表示部
２０において映像信号Ｓに基づく表示を行い、かつ液晶バリア１０において、開閉部１１
および開閉部１２（開閉部１２Ａ，１２Ｂ）を共に開放状態（透過状態）に維持するよう
になっている。
【００４６】
　尚、開閉部１１と開閉部１２との間には、開閉部境界２３が設けられている。この開閉
部境界２３は、透明基板１３Ａ，１３Ｂ上において透明電極１５ａ，１５ｂのいずれかが
形成されていない部分に相当する。つまり、前述のように、透明電極１５ａ，１５ｂの少
なくとも一方は複数のサブ電極に分割されるが、このサブ電極同士の間の領域に相当する
。このような開閉部境界２３では、所望の電圧を印加しにくいため、ノーマリーブラック
動作を行う液晶バリア１０では常に閉状態（遮断状態）となる。但し、この開閉部境界２
３は、開閉部１１，１２に比べて十分に小さいものであるため、観察者が気になることは
ほとんどない。これ以降の図および説明では、この開閉部境界２３を省略することとする
。
【００４７】
［動作および作用］
　続いて、本実施の形態の立体表示装置１の動作および作用について説明する。
【００４８】
（全体動作概要）
　制御部４０は、外部より供給される映像信号Ｖdispに基づいて、表示駆動部５０、バッ
クライト駆動部２９、およびバリア駆動部９に対してそれぞれ制御信号を供給し、これら
がお互いに同期して動作するように制御する。バックライト駆動部２９は、制御部４０か
ら供給されるバックライト制御信号に基づいてバックライト３０を駆動する。バックライ
ト３０は、面発光した光を表示部２０に対して射出する。表示駆動部５０は、制御部４０
から供給される映像信号Ｓに基づいて表示部２０を駆動する。表示部２０は、バックライ
ト３０から射出した光を変調することにより表示を行う。バリア駆動部９は、制御部４０
から供給されるバリア制御命令に基づいて液晶バリア１０を駆動する。液晶バリア１０は
、バックライト３０から射出し表示部２０を透過した光を、透過または遮断する。
【００４９】
（立体視表示の詳細動作）
　次に、いくつかの図を参照して、立体視表示を行う場合の詳細動作を説明する。
【００５０】
　図１１は、表示部２０および液晶バリア１０の動作例を表すものであり、（Ａ）は、映
像信号ＳＡが供給された場合を示し、（Ｂ）は映像信号ＳＢが供給された場合を示す。
【００５１】
　表示駆動部５０は、図１１（Ａ）に示したように、映像信号ＳＡが供給された場合には
、表示部２０において、互いに隣接する６つの画素Ｐｉｘに、映像信号ＳＡに含まれる６
つの視点映像にそれぞれ対応する６画素分の画素情報Ｐ１～Ｐ６を表示する。これらの画
素情報Ｐ１～Ｐ６を表示する６画素は、開閉部１２Ａ付近において隣接配置された画素と
する。一方、液晶バリア１０では、上述のように、開放部１２Ａが開放状態（透過状態）
、開放部１２Ｂが閉状態になるように制御される（開閉部１１は閉状態）。これにより、
表示部２０の各画素Ｐｉｘから出た光は、開閉部１２Ａにより出射角度が制限される。即
ち、表示部２０において空間分割的に表示された６つの視点映像が、開閉部１２Ａによっ
て分離される。このようにして分離された視点映像のうち、例えば画素情報Ｐ３に基づく
映像光が観察者の左眼、画素情報Ｐ４に基づく映像光が観察者の右眼においてそれぞれ観
察されることで、観察者には立体的な映像として認識される。
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【００５２】
　映像信号ＳＢが供給された場合についても同様で、図１１（Ｂ）に示したように、表示
部２０において、互いに隣接する６つの画素Ｐｉｘに、映像信号ＳＢに含まれる６つの視
点映像にそれぞれ対応する６画素分の画素情報Ｐ１～Ｐ６を表示する。これらの画素情報
Ｐ１～Ｐ６を表示する６画素は、開閉部１２Ｂ付近において隣接配置された画素とする。
一方、液晶バリア１０では、上述のように、開放部１２Ｂが開放状態（透過状態）、開放
部１２Ａが閉状態になるように制御される（開閉部１１は閉状態）。これにより、表示部
２０の各画素Ｐｉｘから出た光は、開閉部１２Ｂにより出射角度が制限される。即ち、表
示部２０において空間分割的に表示された６つの視点映像が、開閉部１２Ｂによって分離
される。このようにして分離された視点映像のうち、例えば画素情報Ｐ３に基づく映像光
が観察者の左眼、画素情報Ｐ４に基づく映像光が観察者の右眼においてそれぞれ観察され
ることで、観察者には立体的な映像として認識される。
【００５３】
　このように、観察者は、左眼と右眼とで、画素情報Ｐ１～Ｐ６のうちの異なる画素情報
を見ることとなり、観察者は立体的な映像として感じることができる。また、開閉部１２
Ａと開閉部１２Ｂを時分割的に交互に開放して映像を表示することにより、観察者は、互
いにずれた位置に表示される映像を平均化して見ることとなる。このため、立体表示装置
１は、複数の開閉部１２をグループ分けせずに一括駆動する場合に比べ、２倍の解像度を
実現することが可能となる。言い換えれば、立体表示装置１の解像度は、２次元表示の場
合に比べ１／３（＝１／６×２）で済むこととなる。
【００５４】
　ところで、上記のような表示部２０および液晶バリア１０では、いずれも液晶を利用し
たものであるため、それぞれの光入射側および光出射側には偏光板が設けられ、入射光お
よび出射光の偏光方向が制御されるようになっている。以下、これらの偏光板における偏
光軸による作用、効果について、比較例（比較例１，２）を挙げて説明する。
【００５５】
（比較例）
　図１２は、本実施の形態の比較例１に係る液晶表示装置（液晶表示装置１００）におけ
る各偏光板の偏光軸方向を説明するための模式図である。この液晶表示装置１００は、通
常の２次元の映像表示を行う表示装置である。即ち、液晶表示装置１００は、上述のよう
な液晶バリアを備えておらず、バックライト１０１の光出射側に表示部１０４が配置され
たものである。バックライト１０１は、ＣＣＦＬ等を含む光源部１０２と、レンズシート
１０３とを備えている。レンズシート１０３は、本実施の形態のレンズシート３４と同様
、水平方向に沿って延在する複数のプリズムを有するものであり、水平方向よりも垂直方
向において入射光を集光することにより、正面輝度を高めるようになっている。表示部１
０４は、ＶＡモードの液晶層を含むものであり、その光入射側に偏光板１０５ａ、光出射
側に偏光板１０５ｂがそれぞれ貼り合わせられている。これらの偏光板１０５ａ，１０５
ｂの吸収軸ａ１００，ａ１０１は互いに直交するように配置されている。
【００５６】
　このように、液晶バリアを有さない液晶表示装置１００から出射される映像光は、最も
観察者側に配置された偏光板（偏光板１０５ｂ）の吸収軸ａ１０１に依存した偏光となる
。
【００５７】
　ここで、液晶表示装置１００では、表示映像が偏光サングラス等の偏光眼鏡１５０をか
けた状態でも視認できるように、観察者側の偏光板１０５ｂの吸収軸ａ１０１が、偏光眼
鏡１５０の吸収軸ａ５と同一方向となるように設定されるケースが多い。即ち、偏光眼鏡
１５０では、水面等からの反射光成分をカットするために、吸収軸ａ５が水平方向に一致
するように設定されることが多いが、このような場合、偏光板１０５ｂの吸収軸ａ１０１
も水平方向に一致するように設定される。
【００５８】
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　しかしながら、上記のような液晶表示装置１００の光出射側に、更に液晶バリアを設け
る場合、次のような偏光板の配置となる。ここで、図１３に、比較例２に係る立体表示装
置（立体得表示装置１００ａ）の偏光軸方向について模式的に示す。この立体表示装置１
００ａでは、偏光板１０５ｂの光出射側に液晶バリア１０７を配置したものであり、液晶
バリア１０７の光入射側には偏光板１０６ａ、光出射側には偏光板１０６ｂがそれぞれ貼
り合わせられている。この場合、偏光板１０６ａの吸収軸ａ１０２は、吸収軸ａ１０１と
同じ水平方向に一致し、偏光板１０６ｂの吸収軸ａ１０３は垂直方向に一致することとな
る。従って、最も観察者側に配置される偏光板１０６ｂの吸収軸ａ１０３（垂直方向）が
、偏光眼鏡１５０の吸収軸ａ５（水平方向）と相違し、偏光眼鏡１５０越しに表示映像を
見ると、真っ暗な映像となって視認されてしまう。
【００５９】
　これに対し、本実施の形態では、図８に示したように、偏光板２０６ａの吸収軸ａ１が
水平方向、偏光板２０６ｂの吸収軸ａ２が垂直方向、偏光板１８ａの吸収軸ａ３が垂直方
向、偏光板１８ｂの吸収軸ａ４が水平方向にそれぞれ一致するように各偏光板の偏光軸が
設定されている。即ち、最も観察者側に配置される偏光板１８ｂの吸収軸ａ４が、偏光眼
鏡１５０の吸収軸ａ５と同じ水平方向に設定されている。これにより、偏光板１８ｂから
出射された映像光が偏光眼鏡１５０越しにも視認され易くなる。
【００６０】
　また、このような偏光軸の設定により、最もバックライト３０側の偏光板２０６ａでは
、その吸収軸ａ１が水平方向に一致する。ここで、バックライト３０には、上述のように
輝度向上のためのレンズシート３４が配設されるが、このレンズシート３４では、水平方
向よりも垂直方向において集光機能を発揮するように所定のプリズムが設けられている。
このような構造のレンズシート３４が設けられていることにより、バックライト３０から
出射する光は水平方向の偏光成分よりも垂直方向の偏光成分をより多く含むこととなる。
このような状況において、上記比較例１，２では、最もバックライト１０１側の偏光板１
０５ａの吸収軸ａ１００が垂直方向に一致しているため、この偏光板１０５ａを通過する
際に、光損失が多く生じてしまう。これに対し、本実施の形態では、上記のように、バッ
クライト３０側の偏光板２０６ａの吸収軸ａ１が、水平方向に一致しているため、レンズ
シート３４を有するバックライト３０から出射された光を効率良く表示部２０へ取り込む
ことができる。
【００６１】
　例えば、図５に示したような構成のバックライトにおいて、レンズシート３４としてＢ
ＥＦ３を使用し、このＢＥＦ３の光出射側に偏光板を配置して光透過率を測定した。この
際、光透過率は、偏光板の吸収軸を垂直方向に設定した場合（比較例１，２に相当）と、
水平方向に設定した場合（本実施の形態に相当）とのそれぞれについて測定した。この結
果、本実施の形態では、比較例１，２に比べ光透過率が約１割も向上した。
【００６２】
　以上のように、本実施の形態では、バックライト３０から射出された光が偏光板２０６
ａ，２０６ｂ，１８ａ，１８ｂを順に通過する過程において、表示部２０が空間分割的に
映像表示を行い、液晶バリア１０の各開閉部１１，１２が光を透過または遮断することに
より、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。ここで、偏光サングラス等の偏光眼
鏡１５０においては、その吸収軸ａ５が水平方向に沿って設定されるが、偏光板１８ｂの
吸収軸ａ４が水平方向に一致していることにより、この偏光板１８ｂから出射された映像
光が、偏光眼鏡１５０越しにも視認され易くなる。よって、偏光眼鏡をかけた観察者に対
して良好な視認性を保持しつつ、パララックスバリア方式の立体視表示を実現可能となる
。
【００６３】
　次に、上記実施の形態の変形例（変形例１～４）に係る立体表示装置について説明する
。上記実施の形態と同様の構成要素については同一の符号を付し、適宜説明を省略する。
【００６４】
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＜変形例１＞
　図１４は、変形例１における各偏光板の偏光軸方向を説明するための模式図である。本
変形例の立体表示装置は、上記実施の形態と同様、バックライト３０の側から順に、表示
部２０と、ＶＡモードにより駆動される液晶バリア１０とを備えたものである。また、最
もバックライト３０の側に本発明の第１の偏光板としての偏光板２０６ａが配置され、最
も観察者側に本発明の第３の偏光板としての偏光板１８ｂが配置されている。但し、本変
形例では、表示部２０の光出射側の偏光板２０６ｂが、液晶バリア１０の光入射側の偏光
板１８ａを兼ねており、即ち、表示部２０と液晶バリア１０との間に配置される偏光板は
１枚のみとなっている。
【００６５】
　このような構造において、本変形例においても、観察者側の偏光板１８ｂの吸収軸ａ４
が水平方向に一致している。また、バックライト３０側の偏光板２０６ａの吸収軸ａ１が
水平方向に一致し、偏光板１８ａを兼ねた偏光板２０６ｂの吸収軸ａ２（ａ３）は、垂直
方向に一致している。
【００６６】
　本変形例では、上記実施の形態と同様、バックライト３０から射出された光が偏光板２
０６ａ，２０６ｂ（１８ａ），１８ｂを順に通過する過程において、表示部２０が空間分
割的に映像表示を行い、液晶バリア１０の各開閉部１１，１２が光を透過または遮断する
ことにより、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。このとき、偏光板１８ｂの吸
収軸ａ４が、偏光眼鏡１５０の吸収軸ａ５と同じ水平方向に一致していることにより、こ
の偏光板１８ｂから出射された映像光が、偏光眼鏡１５０越しにも視認され易くなる。よ
って、上記実施の形態と同等の効果を得ることができる。
【００６７】
＜変形例２＞
　図１５は、変形例２における各偏光板の偏光軸方向を説明するための模式図である。本
変形例の立体表示装置は、上記実施の形態と同様、バックライト３０と、ＶＡモードによ
り駆動される液晶バリア１０と、表示部２０とを備えたものである。また、液晶バリア１
０の光入射側および光出射側には、偏光板１８ａ，１８ｂが貼り合わせられ、表示部２０
の光入射側および光出射側には、偏光板２０６ａ，２０６ｂが貼り合わせられている。
【００６８】
　但し、本変形例では、バックライト３０と表示部２０との間に液晶バリア１０が設けら
れた構成となっている。即ち、最もバックライト３０の側には、本発明の第１の偏光板と
して偏光板１８ａが配置され、最も観察者側には、本発明の第３の偏光板として偏光板２
０６ｂが配置されている。また、液晶バリア１０と表示部２０との間には、本発明の第２
，第４の偏光板として偏光板１８ｂ，２０６ａが設けられている。このような構造におい
て、本変形例においても、観察者側の偏光板２０６ｂの吸収軸ａ９が水平方向に一致して
いる。また、バックライト３０側の偏光板１８ａの吸収軸ａ６が水平方向に一致し、偏光
板１８ｂ，２０６ａの吸収軸ａ７，ａ８はそれぞれ垂直方向に一致している。
【００６９】
　本変形例では、上記実施の形態と同様、バックライト３０から射出された光が偏光板１
８ａ，１８ｂ，２０６ａ，２０６ｂを順に通過する過程において、液晶バリア１０の各開
閉部１１，１２が光を透過または遮断し、表示部２０が空間分割的に映像表示を行うこと
により、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。このとき、偏光板２０６ｂの吸収
軸ａ９が、偏光眼鏡１５０の吸収軸ａ５と同じ水平方向に一致していることにより、この
偏光板１８ｂから出射された映像光が、偏光眼鏡１５０越しにも視認され易くなる。よっ
て、上記実施の形態と同等の効果を得ることができる。
【００７０】
　尚、本変形例においても、上記変形例１と同様、表示部２０の光入射側の偏光板２０６
ａが、液晶バリア１０の光出射側の偏光板１８ｂを兼ねた構成、即ち、表示部２０と液晶
バリア１０との間に配置される偏光板が１枚のみとなるようにしてもよい。
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【００７１】
＜変形例３＞
　図１６は、変形例３における各偏光板の偏光軸方向を説明するための模式図である。本
変形例の立体表示装置は、上記実施の形態と同様、バックライト３０の側から順に、表示
部２０と、液晶バリア１０ａとを備えたものである。また、最もバックライト３０の側に
本発明の第１の偏光板としての偏光板２０６ａが配置され、最も観察者側に本発明の第３
の偏光板としての偏光板１８ｂが配置されている。
【００７２】
　但し、本変形例では、液晶バリア１０ａが、ＴＮモードにより駆動されるようになって
いる。ここで、液晶バリア１０ａでは、ＴＮ液晶よりなる液晶層（図示せず）を含むが、
この液晶層が光入射側および光出射側においてそれぞれ互いに直交する方向に配向制御さ
れている。このとき、通常のＴＮ液晶では、光入射側および光出射側のうち一方が水平方
向から４５°、他方が１３５°回転した方向（以下、斜め方向という）にそれぞれ配向制
御（例えば、ラビング処理による配向制御）される。本変形例では、そのような斜め方向
ではなく、一方が水平方向、他方が垂直方向となるように配向制御されている。尚、この
際の液晶バリア１０ａにおける各ラビング方向と偏光板１８ａ，１８ｂの吸収軸ａ３，ａ
４とが平行となるか直交するかについては、液晶分子のモード（Ｏモード，Ｅモード）に
よって異なる。また、液晶バリア１０ａは、液晶層にＴＮ液晶を用いていること以外は、
上記実施の形態の液晶バリア１０とほぼ同等の構成となっており、複数の開閉部１１，１
２（図示せず）を有すると共に、これらの開閉部１１，１２が時分割的に開閉駆動される
ようになっている。
【００７３】
　このような水平，垂直方向に沿った配向制御により、上記実施の形態のＶＡ，ＩＰＳモ
ードの液晶バリア１０と同様にして、ＴＮモードの液晶バリア１０ａを使用することがで
きる。即ち、本変形例においても、観察者側の偏光板１８ｂの吸収軸ａ４が水平方向に一
致し、バックライト３０側の偏光板２０６ａの吸収軸ａ１が水平方向、偏光板２０６ｂ，
１８ａの吸収軸ａ２，ａ３がそれぞれ垂直方向に一致するように各偏光板を配置すること
ができる。
【００７４】
　従って、本変形例においても、上記実施の形態と同様、バックライト３０から射出され
た光が偏光板２０６ａ，２０６ｂ，１８ａ，１８ｂを順に通過する過程において、表示部
２０が空間分割的に映像表示を行い、液晶バリア１０ａの各開閉部１１，１２が光を透過
または遮断することにより、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。このとき、偏
光板１８ｂの吸収軸ａ４が、偏光眼鏡１５０の吸収軸ａ５と同じ水平方向に一致している
ことにより、この偏光板１８ｂから出射された映像光が、偏光眼鏡１５０越しにも視認さ
れ易くなる。よって、上記実施の形態と同等の効果を得ることができる。
【００７５】
　尚、上記変形例３においても、上記変形例１と同様、表示部２０の光出射側の偏光板２
０６ｂが、液晶バリア１０ａの光入射側の偏光板１８ａを兼ねた構成、即ち、表示部２０
と液晶バリア１０との間に配置される偏光板が１枚のみとなっていてもよい。また、上記
変形例２と同様、液晶バリア１０が、表示部２０とバックライト３０との間に配置されて
いてもよい。
【００７６】
＜変形例４＞
　図１７は、変形例４における各偏光板の偏光軸方向を説明するための模式図である。本
変形例の立体表示装置は、上記実施の形態と同様、バックライト３０の側から順に、表示
部２０と、液晶バリア１０ｂとを備えたものである。また、液晶バリア１０ｂの光入射側
および光出射側には、偏光板２８ａ，２８ｂが貼り合わせられ、表示部２０の光入射側お
よび光出射側には、偏光板２０６ａ，２０６ｂが貼り合わせられている。換言すると、偏
光板２０６ａ，２０６ｂ間に表示部２０、偏光板２８ａ，２８ｂ間に液晶バリア１０が設
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けられている。
【００７７】
　但し、本変形例では、液晶バリア１０ｂが、ＴＮモードにより駆動されるようになって
いる。ここで、液晶バリア１０ｂは、ＴＮ液晶よりなる液晶層（図示せず）を含むが、こ
の液晶層が光入射側および光出射側において、互いに直交する斜め方向（一方が水平方向
から４５°回転した方向、他方が水平方向から１３５°回転した方向）にそれぞれ配向制
御（例えば、ラビング処理による配向制御）されている。従って、本変形例では、そのよ
うなラビング方向に応じて、偏光板２８ａ，２８ｂの吸収軸ａ１０，ａ１１も斜め方向に
沿って設定されている。尚、この際の液晶バリア１０ｂにおける各ラビング方向と偏光板
２８ａ，２８ｂの吸収軸ａ１０，ａ１１とが平行となるか直交するかについては、液晶分
子のモード（Ｏモード，Ｅモード）によって異なる。また、液晶バリア１０ｂは、液晶層
にＴＮ液晶を用いていること以外は、上記実施の形態の液晶バリア１０とほぼ同等の構成
となっており、複数の開閉部１１，１２（図示せず）を有すると共に、これらの開閉部１
１，１２が時分割的に開閉駆動されるようになっている。
【００７８】
　また、偏光板２０６ｂと偏光板２８ａとの間には、偏光方向を回転させる光学素子、例
えばλ／２板が配置されている。これにより、偏光板２０６ｂを出射した光を、偏光板２
８ａへ効率良く入射させることができる。従って、斜め方向に配向制御され、かつ斜め方
向に吸収軸が設定されたＴＮモードの液晶バリア１０ｂを、上記実施の形態と同様の表示
部２０と組み合わせて使用することができる。これにより、観察者側の偏光板２８ｂの吸
収軸ａ１１は水平方向から例えば４５°回転した方向に一致する。尚、バックライト３０
側の偏光板２０６ａの吸収軸ａ１は、上記実施の形態と同様、水平方向に一致している。
尚、本変形例においては、偏光板２０６ａが本発明の「第５の偏光板」、偏光板２０６ｂ
が「第６の偏光板」、偏光板２８ａが「第７の偏光板」、偏光板２８ｂが「第８の偏光板
」にそれぞれ相当する。
【００７９】
　本変形例では、上記実施の形態と同様、バックライト３０から射出された光が偏光板２
０６ａ，２０６ｂ，２８ａ，２８ｂを順に通過する過程において、表示部２０が空間分割
的に映像表示を行い、液晶バリア１０ｂの各開閉部１１，１２が光を透過または遮断する
ことにより、映像分離がなされ、立体視表示が可能となる。このとき、偏光板２８ｂの吸
収軸ａ１１が、斜め方向（水平方向から４５°回転した方向）に設定されていることによ
り、偏光板２８ｂを出射した映像光は、垂直方向の偏光成分を含む。従って、この偏光板
２８ｂから出射された映像光が、偏光眼鏡１５０越しにも視認される。よって、上記実施
の形態とほぼ同等の効果を得ることができる。
【００８０】
　以上、実施の形態および変形例を挙げて本発明を説明したが、本発明はこれらの実施の
形態等には限定されず、種々の変形が可能である。例えば、上記実施の形態等では、立体
視表示の際に、液晶バリア１０の複数の開閉部１１，１２において、開閉部１１を閉状態
に維持し、開閉部１２を映像信号に基づいて開状態となるように駆動したが、これと逆の
駆動（開閉部１２を閉状態に維持し、開閉部１１を映像信号に基づいて開状態にする）で
あってもよい。
【００８１】
　また、上記実施の形態等では、高解像度を得るために、開閉部１１，１２のうち、開閉
部１２を更に２つのグループＡ，Ｂに分け、グループＡ，Ｂを時分割的に駆動するように
したが、本発明は、このような時分割駆動による映像表示は必ならずしも必要ではない。
即ち、液晶バリア１０における全ての開閉部１１を閉、全ての開閉部１２を開となるよう
に駆動して、視点映像を分離するようにしてもよい。あるいは逆に、開閉部１２のグルー
プ数を３つ以上にして、これら３つ以上のグループを順次駆動するようにしてもよい。
【００８２】
　更に、上記実施の形態等では、映像信号ＳＡ，ＳＢが６つの視点画像を含むようにした
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が、これに限定されるものではなく、５つ以下または７つ以上の視点映像を含むようにし
てもよい。例えば、映像信号に５つの視点画像が含まれる場合には、開閉部１２は、表示
部２０の５つの画素Ｐｉｘに１つの割合で設けるようにすればよい。但し、必ずしも、視
点映像の数と、それらを表示する画素数が一致していなくともよい。即ち、例えば、隣接
する複数の画素Ｐｉｘに表示する画素情報が、必ずしも異なる視点のものでなくともよく
、同一の視点の映像についてのものを含んでいてもよい。また、複数の視点映像の中にブ
ランク（黒もしくはグレー）の映像を含んでいてもよい。
【符号の説明】
【００８３】
　１…立体表示装置、９…バリア駆動部、１０，１０ａ，１０ｂ…液晶バリア、１１，１
２，１２Ａ，１２Ｂ…開閉部、１３Ａ，１３Ｂ…透明基板、１４…液晶層、１５ａ，１５
ｂ…透明電極、１６ａ，１６ｂ…配向膜、１８ａ，２８ａ…偏光板（液晶バリア入射側）
、１８ｂ，２８ｂ…偏光板（液晶バリア出射側）、２０…表示部、２３…開閉部境界、２
０６ａ…偏光板（表示部入射側）、２０６ｂ…偏光板（表示部出射側）、２９…バックラ
イト駆動部、３０…バックライト、３１…光源部、３２…拡散板、３３…拡散シート、３
４…レンズシート、４０…制御部、５０…表示駆動部、５１…タイミング制御部、５２…
ゲートドライバ、５３…データドライバ、Ａ，Ｂ…グループ、Ｐｉｘ…画素、Ｐ１～Ｐ６
…画素情報、Ｓ，ＳＡ，ＳＢ，Ｖdisp…映像信号、Ｔｒ…ＴＦＴ素子、ａ１～ａ１１…吸
収軸。

【図１】 【図２】
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